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結びにかえて
第６節　非典型的雇用の拡大と EUの雇用戦略の転換
　労働協約システムの空洞化と関連して，ドイツでは非典型的雇用と低賃
金層の拡大が進行している。表１１は，非典型的雇用であるパート労働，僅
少労働，派遣労働，有期雇用の数と総雇用者に占める非典型的雇用形態の
各々の比重を示している。これ以外に非典型的雇用として，私会社（Ich-
AG）が存在するが，私会社の総雇用者に占める比率は２００５年では０．６％と
小さい。非典型的雇用とは，標準的労働関係に属さない雇用を意味する。
標準的労働関係とは，限定された雇用契約期限の定めを持たず，協約が定
めた労働条件の諸規定の下で，フルタイムで働き，社会保険に加入し，そ
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の給与を通じて生計を営める関係を指す。標準的労働関係の下で働く人は
日本で言えば正社員であり，非典型的雇用に属する人は非正社員に相当す
る。表１１で非典型的雇用の雇用形態の中には重複されている部分があるた
め，各雇用形態の比率を合計すると表１１では５０％を超えているが，他の幾
つかの研究では，標準的労働関係の３分の１を確実に超えている程度であ
る見なされている３３）。
　非典型的雇用は，９０年代後半には総雇用者数の３０％に近い比率に達して
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表１１　非典型的雇用形態の比重　１９９１－２００５年
有期雇用派遣労働僅少労働パート労働総就業者
年 比率
（％）
人数
（千人）
比率
（％）
人数
（千人）
比率
（％）
人数
（千人）
比率
（％）
人数
（千人）
人数
（千人）
７．５２，４３１０．４１３４１４．０４，７３６３３，８８７１９９１年
７．８２，４９５０．４１３６１４．３４，７６３３３，３２０１９９２年
７．１２，２２１０．４１２１１５．０４，９０１３２，７２２１９９３年
７．５２，３２２０．４１３９１５．９５，１２２３２，３００１９９４年
７．８２，３８８０．５１７６１６．３５，２６１３２，２３０１９９５年
７．７２，３５６０．６１７８１６．６５，３４０３２，１８８１９９６年
８．１２，４５３０．７２１３１７．７５，６５９３１，９１７１９９７年
８．４２，５３６０．８２５３１８．５５，８８４３１，８７８１９９８年
９．２２，８４２０．９２８６１９．５６，３２３３２，４９７１９９９年
８．８２，７４４１．０３３９１９．８６，４７８３２，６３８２０００年
８．８２，７４０１．１３５７２０．８６，７９８３２，７４２２００１年
８．２２，５４３１．０３３６１２．６４，１００２１．４６，９３４３２，４６９２００２年
８．５２，６０３１．０３２７１７．３５，５３３２２．４７，１６８３２，０４３２００３年
８．３２，４７８１．３４００２０．６６，４６６２２．８７，１６８３１，４０５２００４年
１０．１３，０７５１．４４５３２０．２６，４９２２４．５７，８５１３２，０６６２００５年
出所：Keler, B./Seifert, H.（２００７）, S. １３.
注：Keler, B./Seifert, H.はこの表は連邦統計局の種々の巻号から集めたデータで
あると説明している。
３３）　Brehmer, W./Seifert, H.（２００７）は，SOEPのデータに基づき，非典型的雇用
は総雇用者の３分の１を占めており，女性の場合，非典型的雇用は約５４％を占め
ると指摘している（S. ２０）。ドイル連邦統局（２００８）の表２によれば，非典型的
雇用は１９９７年では総雇用の１７．５％であるが，２００７年では２５．５％としている。
おり，僅少雇用が登場した２００２年以後にその増加が一層加速している。こ
うした増加は，第二次シュレーダー政府が２００２年から実施したハルツ改革
と呼ばれるハルツⅠ法，Ⅱ法，Ⅲ法，Ⅳ法にわたる一連の改革がもたらし
たものであり，非典型的雇用の規制緩和による促進と起業支援を推進して，
失業者の就労活動を促進するために，失業手当と社会扶助の改正・再編を
行ったことによっている。特に，２００５年のハルツⅣ法では，失業給付が大
幅に改正され，失業給付は失業給付Ⅰと名づけられ，最大受給期間はこれ
まで最高３２ヵ月の給付期間が１２ヵ月（５５歳を超えるものは１８カ月）に削減
された。この１２ヵ月の期間を過ぎる失業者は失業給付Ⅱを受給する。失業
給付Ⅱの受給権者は，１５歳から６５歳までの少なくとも一日に３時間労働す
ることのできる者とされている。従来の失業扶助は廃止され，就労能力を
有する要支援者が受給する失業給付Ⅱは，従来の社会扶助と失業扶助とを
統合し，金額的には社会扶助に匹敵する金額である。稼働能力のない者あ
るいは１５歳未満の者には社会手当が支給される。失業給付Ⅱを受給するに
は稼働能力があることが前提となる。稼働能力のある者は，期待可能性基
準が適用される。資格，労働条件など従来と比べて不利な労働であっても，
連邦雇用エイジェンシーが紹介する期待可能な労働に就くことが求められ，
これを拒否すると給付の削減や廃止という制裁を受ける仕組みとなってい
る３４）。このように，高失業対策として，welfareから workfareへと労働・
福祉政策を転換したハルツ改革によって，ドイツでは非典型的雇用の急激
な増加が生じたのである。
　しかし，こうした非典型的雇用の増加は，ドイツの一国的な現象ではな
く，構造的な高失業問題という共通の問題を抱える欧州諸国に対して，EU
が実施した雇用政策・社会政策の転換が密接に関連している。
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３４）　こうした労働市場の改革とハルツ法についての研究は，日本でも最近は多数出
るようになっているが，ここでは主に次の研究を参照した。橋本陽子（２００５），
１７４－１９９頁，名古道巧（２００５），６５－１３１頁，労働政策研究・研修機構（２００６），
８－６２頁。
　EUは，１９９０年代前半に，雇用・社会政策を大きく転換した。欧州大陸諸
国では失業率が１０％を超え，若年失業者は２０％を超え，長期失業率は失業
者の５０％以上という深刻な雇用問題に直面した現実に対応するために，労
働市場の硬直性を構造的失業の原因とし，労働市場の柔軟性を高め，企業
の競争力を高めるための措置を加盟国に提言する『成長，競争力，雇
用――２１世紀にむけての挑戦と進路（白書）』（ドロール白書）がブリュッ
セル欧州理事会に１９９３年に提出され，雇用・社会政策の転換を行う行動に
踏み切った。その場合，労働者保護と雇用の関係にトレード・オフ関係が
存在するという観点を採用し，柔軟性のみを強調する OECDのネオ・リ
ベラリズムの雇用戦略とは異なり，労働市場の柔軟性と雇用の安定性を両
立する独自の雇用戦略を追求した。そして，９３年の『グリーンペーパー欧
州社会政策：EUの選択肢』，９４年の『欧州社会政策：EUの進路（白書）』
を提示し，戦後の福祉国家のあり方を見直す試みが欧州委員会の雇用社会
総局によって遂行されていった。そこでは，税制と社会保険を通じて，就
業人口から非就業人口に所得を移転するという福祉国家のあり方は，ヨー
ロッパの競争力を維持する観点から問題であるだけでなく，富の創造が資
格の高い労働力に委ねられる一方で，増加し続ける非活動人口に富は移転
されるバラバラな社会になってしまうという点が批判され，どの個人も生
産のみならず社会全体の発展への活動的な参加を通じて貢献できるような
アクティブな社会が目指すべきとされた。こうした福祉国家モデルの政策
転換をリードしてきたのが，９７年以来進められてきた欧州雇用戦略である。
　９７年６月のアムステル条約による雇用政策条項は，欧州理事会の「結論」
→閣僚理事会の「雇用指針」→加盟国の「年次報告」→閣僚理事会の「検査」
と「勧告」→閣僚理事会と欧州理事会の「合同年次報告」→欧州理事会の
「結論」という政策サイクルを明確に規定し，全ての加盟国が真剣に雇用
政策に取り組まざるを得ないようにした。
　このアムステル条約が発効するのは９９年５月であるが，９７年の１１月のル
クセンブルグ欧州理事会から実際には欧州雇用戦略が始動したのである。
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この欧州雇用戦略は，その第一期において，４つの柱からなっていた。就
業能力（Employability），起業家精神（entrepreneurship），適応能力
（adaptability），男女機会均等（equal opportunity）である。雇用戦略の展開
の中で，重点の置き方が失業率から就業率に移動し，２０００年３月のリスボ
ン欧州理事会で就業率を数値目標化することを打ち出すなどの新機軸がこ
の間に展開された。さらに，リスボン欧州理事会は EU社会保障政策が雇
用戦略と並んで，公開調整手法によって政策協調を具体化する方策を採用
した。２００３年からは第２期雇用戦略に入り，２０１０年を目標年次としている。
　こうした欧州雇用戦略の４つの柱の一つである適応能力（adaptability）
は，雇用の柔軟性と雇用の安定性とを組み合わせた概念であり，その後 EU
では，柔軟性と安定性とを結合したフレクシキュリティという用語が公的
に用いられるようになるが，この柔軟性とはパートタイム，有期雇用，派
遣労働といった雇用の多様化な中から自由に労働者が雇用形態を選択する
ことができることであり，安定性とは，どの雇用形態を選択しても均等待
遇が保障されることを意味する。
　１９８０年代には非典型的雇用を否定的に評価していた欧州委員会や労働組
合が，雇用創出に役立つものとして非典型的雇用を肯定的に評価するよう
に１９９０年代になってスタンスを変えるようになったことが，この転換を引
き起こす要因を形成した。１９９５年に欧州委員会から労使団体に労働時間の
柔軟性と労働者の安定性のテーマで協議が行われ，これを受けて１９９７年に
はパートタイム労働協約が，１９９９年には有期労働協約が締結され，いずれ
も指令として国内法に転換されている。これらはフルタイム労働者とパー
トタイム労働者，常用労働者と有期労働者の時間比例原則に基づく均等待
遇を規定している。有期雇用協約は，有期契約の反復継続利用に対する一
定の制約を課している３５）。
― ―5
豊島：ドイツにおけるコーポレート・ガバナンスと労使関係の変貌（下）
３５）　EUにおける非典型的雇用の雇用戦略転換の経緯とそれらに関する指令につい
ては，主に，濱口桂一郎（２００３a），（２００３b），（２００７）の非典型的雇用と EUの雇
用戦略の転換に関する論述箇所を参照にした。濱口氏の EUの雇用政策に関する →
　派遣労働についても，労使間で交渉が行われたが，派遣先労働者との均
等待遇をめぐって意見が一致せず，決裂した。しかし，２００８年１１月に，派
遣労働者に派遣先労働者との均等待遇を保障するとともに，派遣事業への
禁止・制限を廃止することを目指す指令が制定されることとなった。これ
により，フルタイムであれ，派遣であれ，同じ職場で同じ仕事をする労働
者は賃金及び労働時間という基本的労働条件について差別されない。ボー
ナス等の付加給付はもちろん，企業年金も賃金に含まれる。正当な理由が
ない限り，派遣先の労働者と同一の条件で食堂，保育設備，交通サービス
を受けることができるようになった。もっとも，派遣指令にはいくつかの
適用除外が認められており，賃金について常用型派遣（派遣の合間の期間
も賃金の支払いを受けるもの）は例外となる。ドイツは登録型派遣を禁止
し，常用型のみを認めていたが，２００３年のハルツ改革によって均等待遇を
条件に登録型を認めた。また，労働協約によって，例外を設けることがで
きる。ドイツでは傘下の産別組織を代表して DGB（ドイツ労働総同盟）
が派遣事業者団体と協約を締結している。派遣事業の制限・禁止の撤廃に
ついては，ドイツでは２００４年まで建設業への派遣が禁止されていたが，現
在は労働協約の適用を条件に認められるようになっている３６）。
　このように，非典型的雇用の就業形態に関する重要な EUの諸指令が，
EUの雇用政策・社会政策の転換によって実施されるようになり，EU加盟
各国の国内法に具体化されるようになっている。しかし，構造的な高失業
問題の対策を主要な課題とした非典型的雇用の促進は均等待遇と安全性を
保障されているものの，その雇用拡大の分野は主として低賃金の事業分野
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研究は量・質ともに，日本の研究の中では群を抜くものであり，大いに参考にな
る。EUはホームぺージの中で，欧州雇用戦略と Employment in Europeに関す
る公的文書とそれらに関係して委託研究した文書を公開しており，これらをいく
つかを参照したが，詳細に記することは割愛した。
３６）　EUの派遣労働者に関する２００８年の指令については，濱口桂一郎（２００９）， 
１５７－１６２頁を参照した。ドイツに派遣労働については，Wölfle, T.（２００８）と
Seifert, H./Brehmer, W.（２００８）が参考になる。
→
である。この低賃金雇用の拡大が賃金格差の拡大と中間層の縮小に導き，
これまでは高賃金，賃金格差の低さを誇っていたドイツの状況が重大な転
換期を迎えている。次にその実態について考察する。
第７節　低賃金層の拡大と賃金格差の拡大
　１９９０年代半ばから低賃金セクターが明確に増加しはじめ，それをハルツ
改革が加速したことは既に指摘したが，以下では，その実態を具体的にみ
ていく。低賃金は賃金の中央値の３分の２以下の賃金とするのが，OECD
の定義であるが，EUもドイツも同様の定義を採用している。表１２は，ド
イツの SOEP（ベルリンのドイツ経済研究所（DIW）が管理運営する社会
経済パネル）の２００６年のデータによって，ドイツの低賃金層（時間賃金の
データに基づき，その中央値の３分の２以下の賃金），中間層（中央値の３
分の２から３分の４の賃金），高賃金層（中央値の３分の４以上）の３階層
に分類したものであるが，ドイツの低賃金層は１９９５年の総雇用者の１５％を
占めていたが，２００６年には２２．２％にまで増加している。これに対して中間
層は１９９５年から大幅に１２ポイントも減少し，２００６年に５１．６％に後退してい
る。逆に高賃金層は持続的に増加し，２００６年には２６．３％に達している３７）。
　こうした所得・賃金の二極化と中間層の減少について，Grabkaと Frick
の研究は，二極化，中間層の減少が固定化をし始めていることを明らかに
している。彼等は，貧困の危険が迫る層（中央値の７０％以下の所得）の拡
大，中間層（中央値の７０％から１５０％の所得）の縮小，高所得層（中央値の
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３７）　連邦政府が２００８年に公表した『ドイツの生活状況　第３次貧困・富裕報告書』
で，ドイツの総雇用者に占める低賃金（中央値の３分の２以下の賃金）の比率を
表 II. １で示しているが，それによれば，２００２年は３５．５％，２００３年は３６．５％，
２００４年は３６．８％，２００５年は３６．４％である。さらに，フルタイムのうちで低賃金の
比率を表II. ２で示し，２００２年は８．８％，２００３年は８．１％，２００４年は９．０％，２００５年
は９．３％としている。この二つの表の出所は SOEPと明記しており，連邦政府の
報告書の方が，この小論で利用した表１２よりも低賃金の総雇用者に占める比率が
高い数値を提示している。
１５０％以上の所得）の拡大を１９８４年から隔年の年のデータを２００６年までとっ
て，ドイツにおいては所得・賃金の二極化（分極化）の兆候が９０年代後半
から出現し，しかも，１９９６年から２０００年の期間と２００２年と２００６年の期間の
二つの期間に関する所得階層の移動の比率を調べて，二極化が固定化を強
化していることを指摘している。具体的には，この二つの期間において貧
困の危険が迫る層の固定化（５年後も同じ貧困の危険が迫る層に属してい
ること）が前者の期間では５４％であったが，後者の期間では６６％に上昇し，
中間層の場合には，固定化は前者の期間では７９．４％であったが，後者の期
間では７４．６％に減少し，高所得層の場合には固定化は前者の期間の１８．２％
から後者の期間には２０．４％に増加している事実をデータによって確認して
いる３８）。
　この低賃金層の拡大と中間層の減少，高賃金層の拡大は，同じく SOEP
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３８）　Grabka, M. M./Frick, J. R.（２００８）, SS. １０１–１０５. IMF Working Paperの２００７年
に掲載された Harjes（２００７）の論文は，先進国において賃金不平等が拡大する
傾向が強まり，特にドイツでは９０年代後半に賃金不平等が急激に拡大し，ジニ係
数が上昇したことを明らかにしている。そして，賃金分布の二極化と中間層の空
洞化について，英と米よりは程度は低いが，同じで傾向を辿っていることを確認
している。他方，デンマーク，フランス，オランダでは７０年代後半から２０００年の
始めに期間においてジニ係数が低下し，所得の不平等が後退していること。さら
に，グローバル化と労働需要の産業シフトが米では賃金格差の拡大をもたらした
が，賃金交渉制度が賃金圧縮をもたらし，賃金格差を低いレベルで安定させてい
ることを指摘し，先進国の賃金不平等が一様ではないことを明らかにしている
（pp. ７–１０）。
表１２　賃金の３階層分布
 （単位：％）
２００６年２０００年１９９５年
２２．２１７．５１５．０低 賃 金 層
５１．６５９．０６３．２中 間 層
２６．３２３．６２１．８高 賃 金 層
出所：Bosch, G./Kalina, T./Weinkopf, C.（２００８）, S. ４２４.
のデータによる，１０分位の区分による階層の所得格差のデータによっても
確認できる。表１３が示すように，第９分位の最高の賃金階層の所得と最貧
層の第１分位の所得の格差は，１９９５年の３．１３倍から２００６年の３．８６倍に拡大
している。第９分位の最高の所得階層と第５分位の中間層の所得格差はこ
の期間においてはほとんど変化がないが，第５分位の中間層の所得と第１
分位の最貧層の所得格差は大きく拡大している。このことは，所得階層の
二極化と中間層から低賃金層に転落すると低賃金層と中間層との所得格差
がさらに拡大することを意味している。
　さらにこの低賃金層の比重の程度を他の諸国と比較すると，驚くべきこ
とが明らかになる。２００５年の低賃金層の比率は，デンマークでは８．５％，フ
ランスでは１１．１％，オランダでは１７．６％であるが，ドイツの低賃金層の比
率の２２．０％である。この数値は，これまで EUの中で北欧，中欧とは異
なって所得格差が大きいとされてきたアングロ・サクソン系の英の比率
２１．７％を超えており，先進国で最も低賃金の比重が高いとされる米の２５％
に次ぐレベルに達していることを意味している３９）。
　この低賃金層の拡大は，非典型的雇用の拡大に限定した周辺的な問題で
はなく，あらゆる就業形態において広がっているのである。表１４が示すよ
うに，低賃金層全体に占める標準的雇用形態のフルタイムの比率は非典型
的雇用の比率を１９９５年では上回っていたのであり，２００６年にそれが逆転し
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３９）　Bosch, G./Kalina, T./Weinkopf, C.（２００８）, S. ４２３.
表１３　所得階層の賃金格差
（単位：倍率）
２００６年２０００年１９９５年
１．７７１．７４１．７５D９/D５
３．８６３．２３３．１３D９/D１
２．１８１．８５１．７９D５/D１
出所：Bosch, G./Kalina, T./Weinkopf, C.（２００８）, S. ４２４.
ても低賃金層全体の４６．２％を占めている。表１５では就業形態別に見た低賃
金層の比率を示しているが，フルタイムの就業形態のうち低賃金層に属し
ている比率は２００６年には１４．３％へと１９９５年よりも数ポイント増加している
のである。他方，非典型雇用のパート労働者のうち，低賃金層に属する比
率は２２．２％であり，フルタイム労働者の比率よりも１０ポイントも高く，ミ
ニジョブの労働者にいたってはその大半が低賃金雇用であることが示すよ
うに，非典型的雇用の就業形態の増加が，低賃金層の拡大の主要な部分を
占めることに加えて，フルタイムの就業形態の低賃金層の拡大が同時に進
行しているのである。
　低賃金層の拡大について，職業技能資格，性別，年齢，国籍がどのよう
10― ―
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表１４　低賃金層と全就業者に占める就業形態別の比率
（単位：％）
総雇用者に占める比率低賃金層に占める比率
２００６年１９９５年２００６年１９９５年
７０．６７９．０４６．２５７．９フルタイム
２２．４１８．４２４．０２７．２パートタイム
７．１２．６２９．７１４．９僅少資格（ミニジョブ）
１００．０１００．０１００．０１００．０合　　　計
出所：Bosch, G./Kalina, T./Weinkopf, C.（２００８）, S. ４２６.
表１５　就業形態別の低賃金雇用の比率
（単位：％）
就業形態別雇用者の絶対数の変化就業形態別低賃金雇用の比率
各就業形態の
雇用者総数
低賃金雇用者２００６年１９９５年
－１３．５＋１２．６１４．３１１．０フルタイム
＋１８．０＋２４．５２３．４２２．２パートタイム
＋１６３．８＋１８１．２９１．７８６．０ミニジョブ
－３．１＋４３．３２２．２１５．０
総雇用者に占め
る低賃金の比率
出所：Bosch, G./Kalina, T./Weinkopf, C.（２００８）, S. ４２６.
に関係しているのを示すのが表１６である。職業技能資格に関しては，職業
技能資格教育を修了している労働者と総合大学・単科大学を修了している
労働者が２００６年で低賃金層の７３．５％を占め，職業技能教育を修了していな
い労働者の比率が２６．４％であることが注目に値する。この点は，米とは対
照的な事実である。米では低賃金雇用者の７０％は，教育を受けていない者
かよくても高卒であり，独の職業教育の終了以下の教育レベルの者が大半
である。こうした顕著な低賃金層の職業技能資格のキャリアの顕著な差が
生じているのは，Bosch, G./Kalina, T./Weinkopf, C. によれば，高職業技能
資格を持つ者が低賃金の職を受け入れざるを得ないことを強いる独の高い
失業率に原因があり，さらに，低職業技能資格の労働者層は独の職業教育
システムによって国際的に比較して相対的に少数であることによってい
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表１６　低賃金層における種々の雇用グループの比率
（単位：％）
２００６年２０００年１９９５年範　　　疇
２６．４２６．１３３．５職業教育を受けていない職業技能資格
６７．５６６．４５８．６職業教育を修了
６．１７．５７．９総合大学・単科大学終了者
３１．９３０．６２７．５男性性　別
６８．１６９．４７２．５女性
１２．３１５．２１３．８２５歳まで年　齢
２３．４２４．３２６．２２５－３４歳
２９．９２５．８２２．３３５－４４歳
１９．８２１．０２０．８４５－５４歳
１４．７１３．７１６．９５５歳以上
８７．９８７．８８８．５ドイツ国籍国　籍
１２．１１２．２１１．５外国国籍
１００．０１００．０１００．０
出所：Bosch, G./Kalina, T./Weinkopf, C.（２００８）, S. ４２６.
る４０）。性別では低賃金層の７割近くを女性が占め，年齢階層では３５－４４歳
の働き盛りの年齢層が３０％近くを占め，これに２５歳以下，２５－３４歳の年齢
層の三つの層を合わせると年齢層の低賃金層の３分の２を占める。国籍で
はドイツ国籍が９割近いレベルを維持している。
　低賃金層と企業規模との関係は密接に結びついており，１－４人の事業
所の低賃金層は２００５年では５１．８％，５－９人の事業所では３６．３％，１０－１９
人の事業所では２６．４％，２０－４９人の事業所では２１．２％，５０－９９人の事業所
では１８．１％，１００－１９９人の事業所では１４．７％と順次低下し，２００－４９９人の
事業所では９．３％，５００人以上の事業所では３．３％となる数字が示すように，
企業規模が小さいほど低賃金層の比率が高いのである。特に労組の組織率
が低いサービス産業の中小企業においては事業所委員会もなく，製造業と
同じような労働協約による賃金引き上げはもはや実現はできなくなってい
る４１）。中小規模の事業所には，事業所委員会がなく無労働協約の事業が大
半である。無共同決定ゾーンが事業所全体の６割を占めるまでに労働協約
システムの空洞化が進行したことが，低賃金層の拡大をもたらしているの
である。
第８節　低賃金層の拡大とサービス雇用の拡大
　低賃金層の拡大と産業構造の関係の点で重要なことは，既に指摘してき
たように，付加価値と総雇用に占める製造業比重が減少し，サービス産業
が付加価値と雇用創造の中心となっていることである。そのことを具体的
に示しているのが，連邦統計局のデータを基にして作成された表１７である。
　西ドイツと東ドイツの二つの地域別に，製造業とサービス産業の各々の
就業形態のシェアの数値を表１７は示しているが，両地域ともサービス産業
の就業者シェアは６０％を超えている。製造業のシェアは３０％半ば前後にす
ぎない。西ドイツでは製造業ではフルタイムの就業者のシェアが３０％を超
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４０）　Bosch, G./Kalina, T./Weinkopf, C.（２００８）, S. ４２７.
４１）　Bosch, G./Kalina, T./Weinkopf, C.（２００８）, S. ４２７.
えているのに対して，非典型的雇用のシェアは小さく，パートタイムとミ
ニジョブ（僅少資格労働者）４２）を合計しても５％を少し超える程度にすぎ
ない。しかし，サービス産業においては，フルタイムのシェアが３６．６％の
数値であるのに対して，非典型雇用就業形態のパートタイムのシェアが
１５．４％，ミニジョブのシェアが１１．８％の数値を占め，両者を合計すると
２７．２％となり，フルタイムのシェアとの差が大きく縮小する。東ドイツ地
域においても，同様の傾向が当てはまり，製造業ではフルタイムのシェア
が高く，非典型的雇用の就業形態のシェアは低い。国内総生産のシェアで
は西ドイツ地域が全体の８５．６％を占めることから，ドイツ全体の傾向は西
ドイツの動向が左右するが，ドイツの総就業者に占めるサービス雇用の比
率が６０％を超えていることと，サービス雇用において非典型的雇用のシェ
アがフルタイムのシェアとの差を大きく縮めている。就業者の３分の１を
超えるほどまでに非典型的雇用が増加したのは，主に，サービス産業の非
典型的雇用の増加によっていることが，表１７から明らかである。
　月額平均賃金に関して見ると，西ドイツ地域では，製造業のフルタイム
の賃金の方がサービス産業より若干高いレベルであるが，東ドイツ地域で
はサービス産業のフルタイムの月額平均賃金の方が製造業のフルタイムの
それよりも高い。非典型的雇用のパートタイムの賃金は西ドイツ地域では
フルタイムのほぼ半分であるのに対して，東ドイツ地域では６割を少し超
える程度であり，やはりフルタイムとの差は歴然としている。ミニジョブ
は，西ドイツ地域では製造業とサービス産業とも月額平均２００ユーロの後半
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４２）　ミニジョブは２００３年のハルツ第Ⅱ法で導入され，低額の報酬を受ける労働者の
社会保険料の労働者負担分を免除することを目的としたもので，報酬が月額４００
ユーロを超えない僅少資格労働者のことを指す。僅少資格労働者は４００ユーロまで
は賃金満額を受け取り，使用者は僅少資格労働者に対して２５％の定率社会保険料
を支払う。労働者の月額報酬が４００ユーロから８００ユーロの間の間になると，ミ
ディ・ジョブと呼ばれ，労働者は段階的に増加する社会保険料の支払義務を負担
することになり，８００ユーロになると満額の社会保険料を支払うことになる。こ
れについては，労働政策研究・研修機構（２００６）の６８－６９頁を参照。
であるが，東ドイツ地域では，製造業では２００ユーロの半ばであるの対して，
サービス産業では１００ユーロの後半である。ミニジョブは，両地域において，
サービス産業のパートタイムの月額平均賃金の２割に満たない低い賃金で
ある。
　以上のことから，ドイツの低賃金層の拡大と賃金格差の拡大には，製造
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表１７　ドイツの製造業とサービス
西　　ド　　イ　　ツ
時 間 稼 得月額特別支給平均月額賃金就業者のシェア
（特別支給有）（特別支給無）（単位：ユーロ）（単位：ユーロ）（単位：％）
（単位：ユーロ）（単位：ユーロ）３６．３製造業
２２．０１１９．５５４１０３２５６３１．１全てフルタイム
２２．８１２０．２４４３０３３８３２５．８男性
１８．０７１６．１６３１４２６４７５．３女性
１７．１８１５．４８１７２１５７４２．５全てパートタイム
１９．６０１７．５１２２６１８９５０．４男性
１６．７２１５．１０１６３１５１８２．１女性
２８２２．７全てミニジョブ
２７２１．０男性
２８８１．７女性
６３．８サービス産業
１９．９２１７．８６３５１３０７７３６．６全てフルタイム
２１．７４１９．３０４１７３２９９２２．７男性
１６．８９１５．４４２４３２５８４１３．９女性
１５．２１１４．１０１１１１４２０１５．４全てパートタイム
１５．１１１４．１４１０１１４６７２．４男性
１５．２２１４．１０１１３１４１２１３．０女性
２７１１１．８全てミニジョブ
２６３４．０男性
２７５７．８女性
２０．１４１８．０３３２４２４１５１００．０就業者合計
８５．６国内総生産
出所：Schäfer, C.（２００８）, S. ５９０.
業からサービス産業への産業構造のシフトと非典型的雇用の増加が強く関
係しており，サービス雇用の拡大が労働協約制度の空洞化と連動している
が明らかである。
　先進国において工業社会からサービス社会へのシフトが，グローバル化
と技術革新の影響と絡まって，労働市場の分極化の問題の重要性を高めて
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産業の就業者のシェアと月額賃金
東　　ド　　イ　　ツ
時 間 稼 得月額特別支給平均月額賃金就業者のシェア
（特別支給有）（特別支給無）（単位：ユーロ）（単位：ユーロ）（単位：％）
（単位：ユーロ）（単位：ユーロ） ３４．４製造業
６３．７６６．５１７７２２３１３１．４全てフルタイム
６３．６６６．５１８０２３１４２４．８男性
６７．８６９．８１６４１９２２６．６女性
６１．６６４．４７６１２４９１．７全てパートタイム
７８．３８０．４１５３１６８５０．３男性
５７．５６０．５６０１１５６１．４女性
２５２１．３全てミニジョブ
２４９０．６男性
２５５０．７女性
６５．６サービス産業
７２．４７５．６１５５２３１３３８．０全てフルタイム
６７．２７０．８１６４２３５９２０．７男性
８４．０８６．４１４３２２５８１７．３女性
８２．３８４．０８４１４５６１８．２全てパートタイム
８２．１８３．５７４１４５９２．２男性
８２．４８４．０８５１４５６１６．０女性
１８２９．４全てミニジョブ
１７８３．７男性
１８５５．７女性
６９．１７２．２１４７１８８５１００．０就業者合計
１４．４国内総生産
いることを認識されだしたのは，１９９０年代後半以降である。このサービス
社会において賃金格差と雇用増加にはトレード・オフの関係があるという
仮説が Krugmanによって提起された。彼は，欧州の失業問題と米の不平等
問題は同じコインの裏表であり，貧困を拡大する犠牲を払って雇用を増加
するという好ましくはないトレード・オフが存在し，欧州では福祉国家の
税と公的所得移転が就労インセンティブを歪め，失業を拡大しているが，
米などのアングロ・サクソン諸国では労働市場を柔軟化し，賃金を低下さ
せることが雇用の増加をもたらし，失業率を低下させてトレード・オフを
免れていると指摘している４３）。
　EUは，その Employment Outlook ２００４ において，サービス雇用の総雇
用に占める就業率には表１８が示すように，EUと米の間に大きな開きがあ
り，それが EUと米の失業率の開きの主要な要因である事実を重視し，米
とのサービス雇用ギャップの実態について詳細な報告を行っている４４）。こ
のサービス雇用ギャップを埋め，失業率を低下させるために，EUが打ち出
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４３）　Krugman, P.（１９９４）, pp. ３７–３９.
４４）　EU Employment Outlook ２００４においてサービス雇用ギャップについて包括的
に取り上げているが，このサービス雇用ギャップの就業率のギャップについて
EUが最初に報告書として出したのは Employment Rates Report １９９８ である。
表１８　米，EU１５カ国，ドイ
　EU１５カ国　米
サービス業工業農業女性男性全体サービス業工業農業全体年
（７２．９）（２３．５）（３．５）４９．２７４．２６６．９n.an.an.an.a２００７年
４３．４１８．１２．４４７．２７２．７６４．２５５．４１２．６１．９６９．９２００３年
４２．１１８．４２．５４５．０７２．８６３．２５７．５１４．７１．６７３．８２０００年
４０．１１８．２２．７n.a７１．２６１．１５６．７１５．１１．７７３．５１９９８年
３４．３２０．５５．０n.an.a６０．０４６．４１８．９２．１６９．２１９８５年
出所：Employment Rates Report １９９８, Table １ and ４，及び Employment in Europe
　　　（但し，２００７年の農業，工業，サービスに関する（　）内の数値は総雇用に
したのは既に第６節で述べた EUの福祉国家戦略の転換に基づく欧州雇用
戦略である。welfareから workfareへと福祉戦略を転換し，就業率を高め，
労働市場の柔軟化と雇用の安定を両立するフレクシキュリティ戦略を雇用
拡大の戦略の中心にしている。ドイツではハルツ改革を中心とした労働市
場・社会福祉政策が実施され，EUと同様の方向を進めていったのである。
２００２年の第１ハルツ法の時点で失業率は９％近くであったが，その後上昇
し，２００５年の第４ハルツ法の時点では１１％近くまでに到達した。しかし，
失業率は２００５年を境に減少傾向を辿り，２００６年春からの景気上昇によって
２００８年には８％を切るレベルまでに下がった。いみじくも Krugmanの仮説
が説いたトレード・オフの緩和策のシナリオそって，低賃金層の拡大に
よって失業率の低下がハルツ改革によって実現した結果となっている。し
かし，２００９年には米発の世界的金融危機に端を発する不況で再び失業率が
上昇傾向に向かっている。ドイツは時短勤務によって今のところユーロ圏
平均の８．２％より低い７．３％（２００９年１月時点）を保っているが，低賃金層
の拡大が今後どうなるか注目されるところである。
　リスボン雇用戦略で決めた２０１０年までに，就業率の目標値として加盟国
は，総就業率は７０％，女性の就業率は６０％以上，高齢者の就業率は５０％を
決定しているが，２００７年のドイツの総就業率は６９．４％，女性の就業率は
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ツ，スウェーデンの就業率
（単位：％　生産年齢人口（１５～６４歳）に占める就業者の比率を就業率としている）
スウェーデンドイツ
サービス業工業農業女性男性全体サービス業工業農業女性男性全体
（７５．１）（２２．７）（２．２）６１．９７３．６７４．２（７２．４）（２５．４）（２．１）４８．２７１．２６９．４
５５．２１６．７１．６６３．０７２．３７３．６４３．０２０．５１．５４６．２６８．９６４．９
５１．８１７．５１．７６０．２７０．０７１．１４１．７２２．０１．７４６．１７１．１６５．３
４８．９１７．９１．８n.an.a６８．７４０．０２２．０１．７n.an.a６３．７
５３．０２４．２３．９n.an.a８０．１３４．３２５．９２．９n.an.a６３．４
 ２００４, SS. １４５–１４８, Employment in Europe ２００８, S. ３０ より作成
占める比率。出所：Employmnt in Europe ２００８, S. ２２２, S. ２３２, S. ２７４）
４８．２％，高齢者の就業率は５１．１％であり，ほぼ EUの目標値を達成してい
る（表１８を参照）。特に女性の就業率の伸びは２０００年から２００７年の間に
２．１％ポイントしか上昇していないこと，高齢者の就業率の伸び率は同じ期
間で１３．９％ポイントも伸びていることが目を引く。このように就業率が伸
びるが低賃金層も拡大し，所得格差が拡大しているのがドイツの現実であ
り，この問題をどうか解決するかがドイツは問われている。ドイツとは異
なって，北欧諸国では低賃金層の拡大でないやり方で就業率を高め，サー
ビス雇用の増加を達成しているが，そうした相違がなぜ生じるのか，どう
すれば，そうした方法をドイツでも実施することができるのかについて関
心が高まっている４５）。
　サービス雇用の拡大は製造業とは異なる独自の特徴と問題があり，そも
そもポスト工業化社会において，減少した製造業の雇用をサービス産業が
十分に吸収する力があるのかという問題提起をし，サービス経済には，固
有の三つのジレンマがあることを Esping-Andersenが指摘している。彼が
指摘する第一のジレンマは，第三次産業の労働市場を拡大すればするほど，
低技能サービスの占める割合が大きくなるということである。サービス経
済の成長と専門職への比重は逆比例関係にある。第二のジレンマは，ボー
モルが唱えるサービス産業のコスト病仮説である。サービスは長期で見る
と平均的な生産性の伸びはほとんどが製造業より遅れをとっている。生産
性が伸びないことは賃金が伸びないことを意味し，この生産性の伸びが低
い問題をいかに解決するかが問題となる。第三のジレンマは，有給職に就
こうとする女性の選択あるいは家庭の選択である。サービスには技能集約
的なサービスと労働集約的なサービスがあるが，労働集約的なサービスは
女性中心の職場である。サービス産業の拡大と女性の市場参加は手を携え
て成長してきた。女性の就業率が高い国ほどサービス雇用の増加が多く，
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４５）　そうした問題意識をもって書かれたもので，主に参考にしたのは，次のもので
ある。Iversen, T./Cusack, T.（１９９８）, Iversen, T.（２００５）, Scharpf, F. W.（１９９０）, 
Streeck, W.（２０００）。
失業率が低いという関係がある。女性の就業率を如何に高めるかが問題と
なるという４６）。
　Esping-Andersenは，さらに，福祉国家の３類型に基づき，保守主義的福
祉国家のドイツ，社会民主主義的福祉国家のスエーデン，自由主義的福祉
国家のアメリカを例に，サービス雇用の展開の相違を以下のように解明し
ている。これらの三つの分類に共通する傾向として，肉体労働者は減少し，
戦後の「ミドル・クラス」をもたらした主要な源泉がいまや停滞しており，
今日の成長は専門職と準専門職が支配している。ポスト工業社会における
階級的上昇移動の可能性は，どのくらい熟練サービス職種と専門サービス
職種が増加するかにかかっている。ポスト工業社会の理想は，専門職が優
位を占めるサービス経済との調和を保ちながら，スリムだが高度な技能を
備えた工業労働力と完全雇用とを結びつけることである。この点に関して，
アメリカは規制緩和を進めた市場中心の雇用のあり方を示す先導的な例で
ある。工業でもサービスでも技能の分極化が進行し，底辺のサービス労働
者は主として民間セクターの労働者であり，概して給与は低く，職業別福
祉の受給資格からも基本的な雇用保障からも排除されている。サービス雇
用の底辺はジェンダーよりもエスニックな傾向（ヒスパニック）が見られ，
格差の拡大を放任・促進する市場主義によって，サービス雇用が拡大して
いる。スエーデンではサービス雇用の拡大は公共セクターの大量の雇用と
一体のものとして進んできたのであり，サービス雇用の底辺への女性の集
中が際立っている（全体の８０％を女性が占めている）。ドイツのサービス経
済は専門職中心であり，女性の就業率の低いことが民間の社会サービスに
対する需要が伸びなくさせている。ドイツの女性の就業率の低さの一つの
理由は，公的ケア・サービスの欠如にある。コスト病の問題と，専門職中
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４６）　サービス雇用の独自の問題と三つのジレンマについては，Esping-Andersen, G.
（２０００）, pp. １０３–１１４（邦訳では１５６－１６７頁）を参照した。サービス雇用の重要性
とその独自の問題について Raa, T. t./Schettkat, R.（ed.）（２００１）と Gregory, 
M./Salverda, W./Schetkat, R. （ed.）（２００７）も参考になる。
心の雇用増加かそれとも分極化のもとでの雇用増加という緊張関係との間
には，密接な関係がある。サービスにおけるコスト病が深刻であり，公的
なサービス活動が貧困であるところでは，「アウドサイダー階級」の規模が
大きくなりがちである。低賃金の労働市場と公的福祉サービスの制度が備
わっているところでは，排除よりも職業の分極化の方が大きな問題となる。
三つの代表的な福祉レジームのなかでの雇用のシナリオの違いを規定する
のは，この関係であると指摘している４７）。
　彼がドイツについて指摘した女性の就業率の低さは，表１８が示すように，
２０００年以降一定程度改善されてはいるが，２００７年になっても，EU １５カ国平
均よりも低く，スエーデンと比べても，１０ポイント超の開きがある。サー
ビス雇用の高技能化も表１９が示すように，EU １５カ国平均よりも低く，ス
エーデンとは２００３年の時点で数ポイントの開きがある。ドイツの場合，低
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４７）　福祉国家の３類型とそれぞれの主たる特徴を規定する関係については，Esping-
Andersen, G.（２０００）, pp. １０８–１１１（邦訳では１６２－１６４頁）を参照した。
表１９　EU １５カ国，ドイツ，スウェーデンのサービスセクターにおける労働者の技
能分布による雇用シェアと就業率
（単位：％）
スウェーデンド　イ　ツ EU １５カ国
労働者の技能分布による雇用シェア（総雇用に占める比率）
低技能中技能高技能低技能中技能高技能低技能中技能高技能年
１５．０５３．６３１．４１４．８５７．４２７．８２４．２４６．１２９．７２００３年
１７．７４７．７３４．６１６．１５６．２２７．７２５．２４６．０２８．８２０００年
１８．０４８．６３３．４n.an.an.a３４．４３９．０２６．６１９９８年
労働者の技能分布による就業率（生産年齢人口（１５～６４歳）の各技能分布に占める就業者の比率）
低技能中技能高技能低技能中技能高技能低技能中技能高技能年
３７．５５６．７７８．５２６．５４４．９６０．９２８．０４８．４６９．４２００３年
３５．５５４．５７１．８３２．２４４．１５９．５２８．２４７．３６６．３２０００年
３２．５５１．８６９．８n.an.an.a２６．１４４．３６６．１１９９８年
出所：Employment in Europe ２００４, S. １４８.
技能の比率はスエーデン，EU １５カ国平均より低いという職業教育・訓練制
度の充実があるが，これといえども，ハルツ改革で低賃金層の急激な拡大
によって，今後も低技能の比重が低いことを維持できているのか，注目す
る必要がある。
　EUでは欧州雇用戦略に基づき，サービス社会における雇用増加をフレ
クシキュリティを重視した雇用政策を展開しているが，フレクシキュリ
ティを実際にどのように実現するかは模索中である。フレクシキュリティ
のモデルとして，オランダモデルからデンマークモデルの重視へと最近は
変化しているが，デンマークモデルは北欧諸国の中では解雇に関してはア
ングロ・サクソンに近く保護が希薄であり，他方，失業制度（特に失業保
険制度）と積極的労働者政策のセキュリティでは他の北欧諸国と共通して
手厚い。このデンマークモデルを巡って，EU内部では激しい議論が展開さ
れている４８）。サービス雇用の増加をハルツ改革のように，ドイツは自由主
義的福祉国家の米に近い政策をとることで進めようとしている。その政策
には低賃金層の拡大だけでなく，貧困層の急速な拡大を伴っていることを
次に見ていく。
第９節　貧困層とワーキングプアの問題
　国連の定義による貧困は一日の生活費が１米ドル未満であり，医療が受
けられず，清潔な水がなく，読み書きを学ぶ機会がない人を貧困とし，世
界にはこのような人が１２億人もいる。ドイツには社会保障・社会福祉の制
度があり，このような絶対的貧困は基本的には存在しない。ドイツにおい
て問題とされるのは相対的貧困であり，これに関して，ドイツ連邦政府は
２００１年に『ドイツの生活状況――第一次貧困・富裕報告書』，２００５年に『第
２次貧困・富裕報告書』，２００８年に『第３次貧困・富裕報告書』を公表して
おり，そこでは相対的貧困率の定義として，所得分布の中央値の６０％未満
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４８）　この EUのフレクシキュリティをめぐる問題状況については，濱口桂一郎
（２００７），３－８頁を参照。
の人が全人口に占める割合を採用している。このうち，第一次と第二次の
報告書は SOEP（ベルリンのドイツ経済研究所（DIW）が管理運営する社
会経済パネル）の調査の基づいた貧困率を採用していたが，第三次報告書
では EU統計（EU-SILC）を採用した。その理由は，EUレベルでの国際
比較を可能とするためと説明している。
　第三次報告書によると，２００５年のドイツの相対的貧困率は１３％であり，
EU ２５ヵ国平均の１６％を若干下回っている。しかし，公的所得移転前の貧
困率は２６％であり，EU ２５ヵ国平均と同数値となっている。スエーデン，
デンマーク，フィンランドの公的所得移転前の相対的貧困率は各 ２々９％，
２８％，２９％であり，公的所得移転後の相対的貧困率が各 １々２％，１２％，
１３％であり，北欧の高福祉国家の方が，ドイツよりも，公的所得移転によ
る所得配分効果が高く，ドイツの所得配分効果は EUの平均に近い４９）。
　表２０は第三次報告書の属性相対的貧困率を示したものであるが，男女別
では，男性が１２％で，女性１３％の方がやや高い。年齢別では１６－２４歳の層
が１５％で最も高く，５０歳以上の高齢者層は６４歳までが１４％であり，６５歳以
上は１３％であり，１５歳未満の１２％が年齢別では最も低い。
　就業状況別では，全被用者のうちで相対的貧困である人々，即ち，ワー
クングプアの比率は６％であり，日本の２００５年のワーキングプア（年間所
定内給与が２００万円未満の人）の全労働者に占める比率が２５％であり，同年
の米ワーキンプア（年収が貧困ラインを割り込んでいる人）の比率が
１２．６％であると比べると５０），ドイツのワーキングプアの率は低い。失業者
の相対的貧困率は４３％と就業者と比較して非常に高い。扶養児童を伴う世
帯別では一人親世帯の相対的貧困率が２４％と高く，夫婦世帯の９％との差
が大きい。
　以上が第三次貧困・富裕報告書の属性別相対的貧困率の内容であるが，
EU-SILCでなく SOEPによる２００５年の属性別相対的貧困率を示す表２１と比
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４９）　Bundesregirung（２００８）, S. XII.
５０）　門倉貴史（２００６），１９頁及び３２頁。
較すると，より厳しい現実が見えてくる。SOEPではドイツの相対的貧困
率は１８％であり，EU-SILCの１３％よりも５ポイント高い。女性と男性の相
対的貧困率も９％と４ポイント高く，年齢別では１５歳未満の相対的貧困率
は２６％であり，EU-SILCの倍を超えており，１６－２４歳では倍近い高さであ
り，２５－４９歳では５ポイント高く，５０歳－６４歳，６５歳以上は同じ率である。
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表２０　属性別相対的貧困率（２００５年）（EVSと EU = SILCによる）
２００５年２００４年２００３年１９９８年貧　　困　　率
所得の中央値の６０％未満の人の割合
１３％１２％１４％１２％合計
１３％１３％１４％１３％女性
１２％１１％１３％１１％男性
１２％１１％１２％１１％旧西ドイツ地域（ベルリンを除く）
１５％１６％１９％１７％旧東ドイツ地域
年齢別
１２％１１％１５％１４％１５歳未満
１５％１５％１９％１５％１６－２４歳
１２％１１％１４％１２％２５－４９歳
１４％１３％１２％１０％５０－６４歳
１３％１４％１１％１３％６５歳以上
就業状況別（１６歳以上）
６％５％７％６％全被用者
４３％４０％４１％３３％失業者
１３％１３％１２％１２％年金生活者
扶養児童を伴う世帯
２４％２５％３５％３５％一人親世帯
９％８％１２％１１％夫婦世帯
その他の貧困・富裕指標
２０％１９％１６％１６％中央値の６０％に対する相対的貧困の間隙
注１：相対的貧困の間隙は，純等価所得の中央値と貧困境界線との差として
定義されたもの
出所：Lebenslagen in Deutschland. Der ３. Armuts- und Reichtumsbericht 
der Bundesregierung, S. ３０５.
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表２１　属性別相対的貧困率（２００５年）　SOEP
２００５年２００４年２００３年２００２年２００１年２０００年１９９９年１９９８年貧　困　度
所得の中央値の６０％未満の人の割合
１８％１７％１６％１６％１５％１３％１２％１２％合計
２５％２４％２４％２３％２３％２２％２２％２１％公的所得移転前
２１％１９％１８％１７％１７％１５％１４％１３％女性
１６％１５％１４％１４％１３％１２％１０％１０％男性
１７％１６％１５％１５％１４％１３％１１％１１％
旧西ドイツ地域
（ベルリンを除く）
２２％２２％２０％１９％１８％１６％１５％１５％
旧東ドイツ地域
（ベルリンを除く）
年齢別
２６％２５％２３％２２％２０％１８％１６％１６％１５歳未満
２８％２６％２４％２２％２３％２０％１６％１８％１６－２４歳
１７％１６％１５％１４％１３％１１％１０％１０％２５－４９歳
１４％１３％１２％１１％１１％１１％１０％９％５０－６４歳
１２％１１％１２％１２％１４％１２％１１％１１％６５歳以上
就業状況別（１６歳以上）
１２％１０％１０％９％９％８％６％６％全被用者
５３％４７％４４％４２％４０％３６％３１％３０％失業者
１３％１３％１３％１３％１４％１３％１２％１０％年金生活者
扶養児童を伴う世帯
３６％３７％３６％３９％３７％３６％３５％３６％一人親世帯
１９％１８％１６％１４％１３％１２％１０％１０％夫婦世帯
その他の貧困・富裕指標
１１％１０％１０％９％７％７％６％７％
現在及び３年前のうち少なくとも
２年間中央値の６０％以下の所得
２５％２３％２４％２２％２４％２３％２２％２３％
中央値の６０％に対す
る相対的貧困の間隙
注１：相対的貧困の間隙は，純等価所得の中央値と貧困境界線との差として定義さ
れたもの
出所：Lebenslagen in Deutschland. Der ３. Armuts- und Reichtumsbericht der 
Bundesregierung, S. ３０６.
問題のワーキングプアは１２％であり，EU-SILCの倍の率であり，米のワー
キングプアの比率と殆ど遜色がないレベルになっている。失業者の相対的
貧困率も１０ポイント高い数値であり，一人親世帯の相対的貧困率は１２ポイ
ント高く，夫婦世帯では１０ポイントも高い数値となっている。
　このように SOEPのデータを利用するか，EU-SILCのデータを利用する
かで数値にかなり重大な差が出る５１）。こうした差のある統計の何れを選択
するかが議論の俎上に上り，報告をまとめるにあたって，議論が紛糾し閣
議決定に至るまで三度にわたる修正を余儀なくされている。貧困の実態把
握が，最低賃金制関連法やシュレーダー政権（SPDと緑の党の連立政権）
のハルツ改革，特に２００５年に実施したハルツⅣ法の政策評価に関係するこ
とが影響しているである５２）。ベルリンのドイツ経済研究所（DIW）の
Grabkaは，ドイツの貧困層の明瞭な増加は，失業期間が長期化したこと
に加え，ハルツⅣ法で導入された失業給付Ⅱの賃金代替率が低いことによっ
て主に説明することができると主張し，もう一つの要因として労働市場の
柔軟性，即ち，古典的な標準労働関係の後退，即ち，非典型的雇用の増加
が挙げられると指摘している５３）。
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５１）　EU-SILCに対して SOEPの貧困率が高い数値となる理由について，Hauserは，
SOEPは，特に外国人と小さな児童を抱えた世帯の下層所得層の比率が高いこと
と，自分の住宅を自己利用する価値と安価に貸す住宅空間の価値を SOEPが指
定する所得が含んでいることが，貧困リスク境界を高くすることになることを挙
げている（Hauser, R.（２００８a）, SS. ４３０–４３１）。Hauserは別の論文で，両者の違い
について，第一に，EU-SILCの人口に占める外国人の比率が高いこと，１５歳未満
の年齢の人口に占める比率が低いこと，初等教育の未終了者・普通科学校の職業
教育を終えない人の比率が低いこと，家長が働いている世帯の比率が低くとり，
家長が働いていない世帯の比率を多くしていることを指摘し，EU-SILCと SOEP
の貧困率が異なることを明らかにしている（Hauser, R.（２００８b）, pp. １０–１７.
５２）　第三次報告書の統計の選択をめぐる状況及び政策評価についての多彩な見解に
ついては，戎居皆和（２００８）の６４－６５頁を参照。
５３）　Grabka, M. M（２００８）, S. １０７．また，彼は，別の論文で，財産の富裕層への集
中を統計的に実証している。それによれば，２００７年において，最も富裕な１０分位
層がドイツの総財産の６０％以上を所有し，財産に関して分類した総人口の最下層 →
　EU-SILCと SOEPの貧困率の比較を通じてドイツの状態を見てきたが，
OECDが２００８年に出した報告書『格差は拡大しているか：OECD諸国にお
ける所得分配と貧困』は，EU-SILCよりもドイツにとって厳しい内容を示
している。この報告書では連邦政府の報告書の定義と異なり，貧困率を所
得の中央値の５０％未満とし，より貧困な層の実態を明らかにしている。図
２が示すように，所得分配の不平等度を表すジニ係数は過去２０年間で
OECDの平均で約０．０２ポイント上昇しているが，ドイツの場合は，この２０
年間に０．０４ポイントも上昇し，特に２０００年から２０００年半ばに一本調子に急
上昇している。貧困率はこの２０年間常に上昇傾向をたどっており，２０００年
半ばには OECD平均を超えるレベルの１１％超となっている。２０００年以降，
所得格差が大きく拡大した国に米，イタリア，ノルウェー，フィンランド，
カナダと並べてドイツが取り上げられている（英，メキシコ，ギリシャ，
オーストラリアでは縮小している）５４）。
　OECD諸国における家計所得分の全体的特徴として次のように指摘して
いる。所得分布の広がりが大きい国ほど相対的貧困率も高い。所得格差，
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の７０％は総財産の９％未満の財産しか所有していないのである（Frick, v. 
J./Grabka, M. M.（２００９）, S. ５９）．
５４）　OECD（２００８b），１－２頁。
図２　ドイツのジニ係数と貧困率
出所：Growing Unequal?, OECD（２００８. a）, S. １
→
貧困率は，とも過去２０年間に拡大・上昇している。この拡大・上昇は相当
広い範囲に広がっており，３分の２の国で見られる。拡大・上昇は緩やか
であるが，大きい（ジニ係数で平均約０．０２ポイント，貧困率で５ポイント）。
格差が総じて拡大しているのは，中間階級世帯や所得の底辺に位置する世
帯に比べ富裕世帯が特に好調なためである。高齢者の所得貧困率は低下し
続けている一方，成人若者層や有子世帯の貧困率は上昇している。平均所
得が高く，所得分布の広がりが大きい国（米など）の貧困層は，平均所得
は低いものの所得分布がもっと狭い国（スエーデン等）の貧困層より生活
水準が低い。逆に，所得分布の広がりが大きい国（イタリア）の富裕層は，
平均所得はもっと高いものの所得分布がもっと狭い国（ドイツ）の富裕層
より生活水準が高いことを，指摘している５５）。
　OECD報告書が示す家計所得の全体的特徴はドイツについても当てはま
る点が多々ある。この全体的特徴に加えて，Country Noteとしてドイツに
ついて，以下のことを指摘している。ドイツの不平等の拡大は，労働市場
に由来するものであり，１９９５年以降に賃金格差は急激に拡大し，就労所得
がない世帯の数が１９％にまで上昇している。それは OECD諸国内部でも
最高の数値である。不平等の拡大は世帯構造の変化に，例えば，単身世帯，
一人親世帯の増加に起因している。税と所得移転による国家による再分配
の継続にも関わらず，富裕者と貧困者との亀裂は広がっている。所得移転
は他の諸国と比べて低所得の人を重視することが弱い。２００５年では成人と
児童の貧困は１９９５年より増加し，全体の貧困率は６％から１１％に上昇して
おり，児童の貧困率は７％から１６％に上昇している。他方，高齢者の貧困
率はこの期間は安定しており，６６－７４歳では７％，７５歳以上では１１％であ
る。長期貧困者（３年間以上）が多いことがドイツの独自の現象であり，
人口の２％から３％を占める率をとっているが，その数値は OECDの平均
の倍に当たる。しかし，基本需要（家財，余暇，十分な住宅状態）が不自
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５５）　OECD（２００８b），４－５頁。
由である水準は他の OECDの大半の諸国より低い。医療，教育，住宅な
どの分野の公共サービスが不平等を減少させているが，しかし，OECDの
他の大半の国よりもその減少させる程度は小さい。社会流動性の程度に関
しては，ドイツは中位の位置におり，児童期の親の所得水準が，児童が成
人になって得る所得に与える影響力は英米よりも小さいが，オーストリア
やデンマークより大きい。親の職業の地位が児童，生徒の教育成果を規定
しており，高い地位の親の児童，生徒はフィンランドと同様の高い学習到
達度調査（PISA）のレベルにあるが，職業の地位が低い親の児童，生徒は
メキシコかトルコの学習到達度である。財産は所得以上に著しく不平等に
分布している。最富裕者である人口の１０％が全所得の４分の１超を得てい
るのに対して，同じ１０％の最富裕者は全財産の半分を所有していると指摘
している５６）。
　OECDのこの報告書の内容は，これまでこの小論で考察してきたドイツ
の賃金格差，非典型雇用のサービス雇用の増加，SOEPの属性別貧困層に関
して指摘したことの多くのことを裏付けている。OECDの報告書と連邦政
府の第三次貧困・富裕報告書とを比べると，連邦政府の報告書の実態把握
の掘り下げが弱く，格差と貧困について甘く評価していると言わざるを得
ない。
結びにかえて
　ドイツのコーポレート・ガバナンスはステークホルダーモデルの代表と
して従来評価されてきたが，９０年代後半以後の実態を見ると，大きく変貌
してアングロ・アメリカのシェアホルダーモデルの要素が強まっているこ
とがこの小論の考察において明らかになった。アングロ・アメリカモデル
への収斂がドイツで起こっているのかが欧米の研究者の間で大きな争点と
なっているが，DX ３０ に属するドイツの代表的大企業に関しては，アング
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５６）　OECD（２００８a）, pp. １–２.
ロ・アメリカモデルへの収斂が相当進んでいるといえるが，他の上場企業
はそれとは異なるインサイダーモデルを継続しているおり，コーポレー
ト・ガバナンスシステムがドイツにおいては重層的になっている見ること
ができる。
　ドイツの企業全体に占める上場企業数は米，英，日本と比べかなり少な
く非上場企業が多く，かつ，GDPに占める上場企業の時価総額の比率も低
い。しかも，企業全体が株式市場に資金調達を依存する程度は，米，英，
日本よりはるかに低く，資本・証券市場が企業全体，経済に与える影響力
は米，英，日本と比べると小さい。ドイツの銀行はユニバーサルバンクが
基本であるが，アメリカの投資銀行へと銀行経営戦略としてシフトしてい
るのは，ドイチェバンクなどの民間商業銀行の中の４大銀行（２００８年にド
レスナーバンクはコメルツバンクに吸収合併したので３大銀行）等が中心
である。総資産，預金量で最大なのは公的銀行である貯蓄銀行グループで
あるが，このグループは貯蓄銀行の公的任務である中小企業・自営業の資
金調達等の支援を主な業務としているので，アメリカ的な金融立国，投資
銀行モデルがこのグループに浸透することは考えられない。今回のサブプ
ライムローンと証券化金融商品の販売の問題で崩壊したアメリカの投資銀
行と近い経営戦略を採用したのは主として民間商業銀行の４大銀行を中心
としており，他の銀行グループとは異なる（但し，東欧への融資の不良債
権化，米証券化商品の運用で損失を出している銀行は４大銀行だけに限ら
ない）。
　ドイチェバンクもその一員である DX ３０ 社においては，株式所有の分散
と経営者のキャリアと報酬が株主価値経営へのシフトを導入している点で
は，アウトサイダーモデルに類似しているが，これらの大企業においても
法制的にも実体的にも共同決定が継続・維持され，株主価値経営の専横に
対峙して，労働者の発言力の影響力を及ぼす力が働いている。この点では
法制的に労働者の発言力が保障されることがなく，企業の慣行・企業の裁
量で労働者の影響力が企業に反映される日本とは重大な相違点がある。ド
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イツ全体では労働協約の拘束率が低下し，労働組合の組織率が低下して労
働協約システムの空洞化が進行して危機的な状態にあるが，大企業におい
ては事業所委員会の組織率は高く，共同決定制度は曲がりなりにも機能し
ている。しかし，こうした大企業で組織された労働者と，労組や事業所委
員会に組織されない労働者（主に非典型的雇用の労働者）との格差がイン
サイダー・アウトサイダー問題として，ドイツの労働協約システムに大き
な重しとなっており，この問題を如何に解決していくかがドイツの今日の
重要な課題となっている。
　このインサイザー・アウトサイダー問題に加えて，低賃金層の拡大と貧
困問題が急激に悪化しており，政府の報告書よりも現実は深刻である。ド
イツが保守主義的福祉国家から社会民主主義的福祉国家に移行する可能性
は今のところ低く，逆に，自由主義的福祉国家の政策が導入され，低賃金
層と貧困の拡大が悪化している。この問題をどのように解決するのか，サー
ビス経済が中心のポスト工業化社会が抱えるジレンマに如何に対応してい
くかが，重要な問題として残されている。
　その問題に，急速な高齢化によって，社会が負担せねばならない高齢化
に関連する費用が今後急速に増加することが重なり，問題の深刻さが増し
ている。EUは，最近，２０６０年の高齢化進展の度合と高齢化に関連する費用
負担の試算を公表した。年金や医療などの高齢化に関連する費用が現在で
は国内総生産の２３．１％であるが，２０６０年には約２８％を占めるまでに上昇し，
潜在成長率は現在の２．４％から１．４％まで低下する。６５歳以上の高齢者が総
人口に占める割合は現在の１７％から３０％に上昇し，高齢者一人を支える生
産年齢人口は四人から二人に減少し，全体の労働力人口が減って，将来の
経済成長率は低下する。高齢化の進展により，年金等の高齢化に関連する
費用が増加するが，経済成長率が低下すると予想されている（『日本経済
新聞』２００９年５月２６日号）。そうした予測を踏まえ，格差問題を解決するた
めには，株主価値・株価重視のアングロ・サクソン型のコーポレート・ガ
バナンスが適しているとは考えられない。OECDのコーポレート・ガバナ
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ンス原則ですら，取締役会の責任として，ステークホルダー（利害関係者）
の利益を考慮に入れるべきでありと指摘し，コーポレート・ガバナンスの
枠組みは，法律または相互の合意により確立されたステークホルダーの権
利を認識するべきであり，会社とステークホルダーの積極的な協力関係を
促進し，豊かさを生み出し，雇用を創出し，財務的に健全な会社の持続可
能性を高めるべきであると明記している。そして，良いコーポレート・ガ
バナンスの単一のモデルは存在しないと言及し，政府は株主とステークホ
ルダーの期待に応えられるように柔軟に付与する効果的な規制の枠組みを
策定する重要な責任があると指摘している５７）。このことを念頭において，
コーポレート・ガバナンスのあり方を見直すことがドイツにおいてどのよ
うに進展するかが注目されるところである。
　この小論では，格差の拡大と貧困の増加が急速に最近進行していること
も考察してきたが，これに関して，アメリカの大所得格差社会の所得格差
が起こった原因に関する Krugmannの最近の研究が注目に値する。その原
因に関係する考察を少し長くなるがが，できるだけ簡略化すると次のよう
になる。
　アメリカの所得の中央値が１９７０年以降上がったのか，下がったのかを現
代のエコノミストが議論しているが，所得の中央値は実質的には下落して
格差が拡大している。それは格差の拡大を意味するが，格差の拡大のため
に普通のアメリカの労働者は生産性の向上の恩恵を受けることができなかっ
た。勝者は驚くほど限られた一握りの人々であった。１９７０年以降，所得格
差が広がり始めたことには，二つの相反する説明がある。最初の説明は，
高度技術への需要が高まったことが原因だという。グローバリゼイション
によって促進された技術革新がその大きな理由だとされる。もう一つの説
明は，制度や規範，そして政治権力の変化を強調する説明である。技術革
新が格差を拡大させたという仮説は広範に普及していて，これが説得力が
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５７）　OECD（２００４）, pp. １２–２３.
あるのは次の三つの理由からである。第一は，そのタイミング。格差が広
がり始めたのは，コンピューターとそのアプローチが大きく広まり始めた
ころだったこと。第二に，この仮説はエコノミストが安心できるようなも
のであった。それは需要と供給だけで説明でき，制度，規範，政治権力な
ど社会学者がよく話題にするが，エコノミストが自らのモデルに導入する
ことが難しいものを含んでいなかった。最後にこの仮説は，格差の広がり
は誰の責任でもないとしていることである。それはテクノロジーが見えざ
る手を操っているだけだというわけである。
　しかし，技術革新が格差を広げたという直接的証拠は驚くほど少ない。
エコノミストは他の測量可能な力で説明できない場合，技術革新のせいに
することが多い。格差の広がりの最大の原因は技術革新だと力説するエコ
ノミストは，その結論に消去法で到達したことになる。テクノロジーの変
化や，移民の流入や，国際貿易の増大は，労働者の教育程度の差によって
拡大する格差を説明できることぐらいで，格差拡大の一面を捉まえるだけ
にすぎないだけだということである。所得の大きな伸びが，広範な高所得
者層にではなく，非常に巨額な所得を稼いでいる限られたグループにしか
恩恵をもたらしていないからである。７０年代に平均的な労働者の約３０倍
だった CEOの所得は，今日では３００倍以上にも跳ね上がっている。
　これに対して，エコノミストの間で，技術革新ではなく，制度や規範の
変化が格差拡大に繋がったのだという説に支持が広がっているのには，二
つの大きな理由がある。第一は，今日の格差拡大は制度と規範の変化によ
るものだという説明は，１９３０年代と４０年代における劇的な格差「是正」―つ
まり「大圧縮」時代でおこった―と，現在の経済格差を関連づけ，その実
態を明らかにするのに役立つからである。第二に，制度と規範の変化とい
う説明は，アメリカが例外だということを示すのに役立つからである。他
のどの先進国においても，アメリカで起こったような格差拡大は見られな
かった。「大圧縮」そのものが，より正確に言うならばその持続性が，所得
分配を決定するのは見えざる手ではなく，社会的な諸制度のほうが決定的
32― ―
修道商学　第　５０　巻　第２号
な役割を演じていることを示していると Krugmanは指摘している５８）。
　Krugmanの格差の原因についての考察は的を得ている。社会的な諸制度
が決定的な役割を演じているのであり，コーポレート・ガバナンスの株主
利益重視と労働者の利益の軽視，経営者の報酬の高騰，そして，サービス
経済における格差拡大と貧困層の拡大は，その社会的な諸制度の役割のあ
り方によって規定されたのであり，格差を阻止し，貧困を克服するのも社
会的な諸制度にかかっているのである。
　Krugmanはアメリカのおける格差を是正する一つの方法は，規模的には
小さいとはいえアメリカは福祉国家であるから，そのアフターマーケット
政策を拡充することであり，格差是正のための支出を GDPの３％以下か
ら，欧州諸国なみにするには GDPのさらに４％追加投入する必要がある
ことを提起し，富裕層に対してより多く課税し，恵まれない者たちをいろ
いろな公的援助によってこれまで以上に救援することを提案している５９）。
日本の格差問題の研究に関して著名な橘木氏は，日本の雇用格差を是正す
るには，同一労働・同一賃金を導入し，最低賃金制度の改善を行い，職業
訓練，職業紹介，育児支援など失業をなくす積極的雇用対策支出の低さを
欧州のレベルに引き上げることを提案している６０）。
　ドイツにおいても，格差是正の政策が実施されているが，結果をみると
その政策は部分的であり，一面的であるために，現在の急速な格差拡大と
貧困の増加をもたらしたのである。コーポレート・ガバナンスと労使関係
が今後どのように変わるのかと合わせて，拡大する格差問題に今後どのよ
うに政策的に取り組んでいくのか注目していきたい。 
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５８）　Krugman（２００８），９４－９８頁。
５９）　Krugman（２００８），２１２－２１５頁。
６０）　橘木俊詔（２００６），１６１－１７２頁。
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